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① 旧定率法を旧定額法に変更した場合 

【計算式】 

変更した年の  減価償却         前 記 ( 2 )ロ に よ り    その年に業務の用  

１月１日  資産の実    10     定められた耐用年    に供された月数   変更後の 

における－ 際の取得 ×     × 数に応ずる旧定額 ×          ＝ 

未償却残高   価額       100         法の償却率         １２        減価償却費 

 

※ 月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とします。 

 

【設 例】 

次の減価償却資産について、償却の方法を旧定率法から旧定額法に変更し、変更後の耐

用年数について前記(2)ロⅱの耐用年数を選択した場合 

取得価額：10,000,000 円 

耐用年数：10 年 

耐用年数 10 年の旧定率法の償却率 ⇒ 0.206 

耐用年数 10 年の旧定額法の償却率 ⇒ 0.100 

耐用年数 ７年の旧定額法の償却率 ⇒ 0.142 

変更した年の１月 1日における未償却残高：5,100,000 円 

 

未償却残高割合 5,100,000 円 ÷ 10,000,000 円 ＝ 0.510(小数第４位を四捨五入) 

未償却残高割合 0.510 は、耐用年数取扱通達「付表７(1) 旧定率法未償却残高表(平成

19 年３月 31 日以前取得分)」の 10 年の欄の 0.631(経過年数２年)と 0.501(経過年数３年)

の間に位置するため、下位の 0.501 に対する３年が経過年数になります。 

【付表７(1) 旧定率法未償却残高表(平成 19 年３月 31 日以前取得分)】抜粋 

 

法定耐用年数(10年)から経過年数(３年)を控除した年数(７年)で変更後の減価償却を行い

ます。 

10 年－３年＝７年 

(5,100,000 円－10,000,000 円×10/100)×0.142×12/12＝582,200 円(変更後の減価償却費) 

 




